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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに結合することができる第１のコネクタ部材（１０）および第２のコネクタ部材（
２０）と、前記第１のコネクタ部材（１０）に摺動可能に取り付け可能なコネクタ位置保
証要素（３０）とを備え、前記コネクタ位置保証要素（３０）は、前記第１のコネクタ部
材（１０）に第１の予備取り付け位置を有し、前記第２のコネクタ部材（２０）がまだそ
の中に結合されていない場合、前記コネクタ位置保証要素（３０）が前記第１のコネクタ
部材（１０）の停止面と係合するので、前記コネクタ位置保証要素（３０）はそれ以上前
進できず、前記コネクタ位置保証要素（３０）は、前記２つのコネクタ部材の完全な結合
の後にだけ到達できる第２の最終位置を有し、そこで前記コネクタ位置保証要素（３０）
が前記第２のコネクタ部材の停止要素（２０ｂ）と係合する電気コネクタにおいて、
  前記コネクタ位置保証要素（３０）は、前記コネクタ位置保証要素の長手方向に互いに
離間されている第１の係合部（３０ｂ）および第２の係合部（３０ａ）を有し、前記第１
の係合部（３０ｂ）および前記第２の係合部（３０ａ）は、それぞれ、前記第１の予備取
り付け位置において前記第１の係合部（３０ｂ）を前記第１のコネクタ部材の前記停止面
と協働させ、前記第２の最終位置において前記第２の係合部（３０ａ）を前記第２のコネ
クタ部材の前記停止要素（２０ｂ）と協働させ、
  前記第１のコネクタ部材（１０）および前記第２のコネクタ部材（２０）が互いに正し
く結合されているときに、前記コネクタ位置保証要素（３０）を作動させ前記コネクタ位
置保証要素（３０）を前記第２の最終位置に移動させることが可能であり、
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　前記第１のコネクタ部材（１０）は、上面に突出中央要素（１８ａ）および側面歯（１
８ｂ）が形成された横断前方部（１８）を有し、前記側面歯（１８ｂ）は、前記突出中央
要素（１８ａ）よりもコネクタの挿入方向の後ろの位置に設定され、
　前記側面歯（１８ｂ）は、前記第１の予備取り付け位置において前記停止面を形成し、
そこに前記コネクタ位置保証要素（３０）の前記第１の係合部（３０ｂ）が当接し、
　前記第１の予備取り付け位置において前記第２の係合部（３０ａ）が前記突出中央要素
（１８ａ）を越えて位置する
ことを特徴とする電気コネクタ。
【請求項２】
　前記コネクタ位置保証要素（３０）は、把持部（３０ｄ）と前記把持部（３０ｄ）から
延びる長手方向アーム部（３０ｃ）とを備えた本体を備え、
　前記第１の係合部（３０ｂ）および前記第２の係合部（３０ａ）が、前記長手方向アー
ム部（３０ｃ）の自由端に形成されていることを特徴とする請求項１に記載の電気コネク
タ。
【請求項３】
　前記コネクタ位置保証要素の前記長手方向アーム部（３０ｃ）の前記自由端の端部は、
その下面に前記第２の係合部を形成する傾斜状部（３０ａ１）を有することを特徴とする
請求項２に記載の電気コネクタ。
【請求項４】
　前記コネクタ位置保証要素の前記長手方向アーム部（３０ｃ）は、前記傾斜状部の後ろ
に設定された位置に、放射状に（ｒａｄｉａｌｌｙ）延びるとともに前記第１の係合部を
形成する２つのタブを有することを特徴とする請求項３に記載の電気コネクタ。
【請求項５】
　前記コネクタ位置保証要素の前記長手方向アーム部（３０ｃ）は、前記第１のコネクタ
部材に作製された２つの対応する案内溝（１６ａ）と係合するようになされた２つの長手
方向案内リブ（３０ｅ）をさらに備え、前記コネクタ位置保証要素が前記コネクタ内で摺
動するのを容易にすることを特徴とする請求項４に記載の電気コネクタ。
【請求項６】
　前記第１のコネクタ部材は、前記第１のコネクタ部材（１０）の主本体に撓むように（
１２ａ）接続された受容部（１０ａ）を有し、前記受容部（１０ａ）は、前記コネクタ位
置保証要素（３０）を受容し案内するのに適した後方ブリッジ部（１４）と、互いに向き
合い、離間され、前記案内溝（１６ａ）の形成がなされている、２つの長手方向側面（１
６）によって形成された中央部と、を有し、
　前記横断前方部（１８）は、前記長手方向側面（１６）の自由端を連結するとともに、
前記コネクタ位置保証要素の前記第１の係合部を区画する前記タブ用の前記停止面を区画
することを特徴とする請求項５に記載の電気コネクタ。
【請求項７】
　前記第２のコネクタ部材は、その本体の中央部に、前記第２のコネクタ部材の挿入中に
前記横断前方部（１８）および前記コネクタ位置保証要素の前記長手方向アーム部（３０
ｃ）の前記自由端を上昇させるようになされている第１の隆起部（２０ａ）と、前記第１
のコネクタ部材内の前記第２のコネクタ部材の挿入方向において前記第１の隆起部の上流
に配設された第２の隆起部であって、前記コネクタ位置保証要素の前記長手方向アーム部
（３０ｃ）の前記自由端を持ち上げ続けるようになされている一方、前記横断前方部（１
８）が前記２つの隆起部の間に下げられて係合され、したがって前記タブを前記側面歯（
１８ｂ）から解放するとともに前記コネクタ位置保証要素が前記第１の予備取り付け位置
から前記第２の最終位置に押されることを可能とする第２の隆起部とを有し、前記コネク
タ位置保証要素の前記第２の係合部を形成する前記傾斜状部（３０ａ１）が前進し、前記
第２のコネクタ部材の前記停止要素を区画する前記第２の隆起部を越えて配置されること
を特徴とする請求項６に記載の電気コネクタ。
【請求項８】
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　前記コネクタ位置保証要素の前記本体は、放射状に（ｒａｄｉａｌｌｙ）前記把持部（
３０ｄ）に対して反対方向に突出した歯（３０ｆ）を備え、そこで前記第１のコネクタ部
材は、その後部の中央部に段部（１０ｃ）を備え、前記コネクタ位置保証要素の前記第２
の最終位置において、前記コネクタ位置保証要素をロックするために、前記段部（１０ｃ
）が前記歯（３０ｆ）に係合することを特徴とする請求項７に記載の電気コネクタ。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気コネクタに関し、詳細には、互いに結合することができる第１のコネク
タ部材および第２のコネクタ部材を備え、第１のコネクタ部材がコネクタ位置保証要素を
備えたタイプの電気コネクタに関する。
【背景技術】
【０００２】
　コネクタ位置保証（ＣＰＡ（Ｃｏｎｎｅｃｔｏｒ　Ｐｏｓｉｔｉｏｎ　Ａｓｓｕｒａｎ
ｃｅ）としても知られる）要素は、第１のコネクタ部材に摺動可能に取り付け可能であり
、第１のコネクタ部材に第１の予備取り付け位置を有しており、第２のコネクタ部材がま
だその中に結合されていない場合、コネクタ位置保証要素が第１のコネクタ部材の停止面
と係合するので、コネクタ位置保証要素はそれ以上前進できない。コネクタ位置保証要素
は第２の最終位置をさらに有し、それは、コネクタ位置保証要素が第２のコネクタ部材の
停止要素を越えて係合する２つのコネクタ部材の完全な結合の後にのみ第２の最終位置に
到達することができる。
【０００３】
　図１は、従来技術に関連しており、公知のタイプのコネクタを示す。詳細には、図１ａ
は、コネクタ位置保証要素（以下ＣＰＡ要素とも略す）のない第１のコネクタ部材１の斜
視図であり、図１ｂは、第１の予備取り付け位置にＣＰＡ要素３を備えた、すなわち、予
め組み立てられたＣＰＡ要素を備えた第１のコネクタ部材の斜視図であり、一方、図１ｃ
および図１ｄは、上下それぞれからのＣＰＡ要素３の２つの斜視図である。
【０００４】
　図２および図３に示された部分は、コネクタ部材１およびＣＰＡ要素３のいくつかの細
部を示す。特に、ＣＰＡ要素３のない図２は、コネクタ部材１に存在する受容部、および
コネクタ部材１の本体の残りの部分に対して撓む受容部の能力をより詳細に示す。
【０００５】
　図３では、ＣＰＡ要素３はその予備取り付け位置にあり、第２のコネクタ部材２が第１
のコネクタ部材１内にまだ結合されていないとき、ＣＰＡ要素３の端部３ａが第１のコネ
クタ部材１の受容部の停止面１ａに係合しているので、ＣＰＡ要素３はそれ以上前進でき
ないことに留意されたい。
【０００６】
　図４は、２つのコネクタ部材１およびコネクタ部材２の結合の方向Ｄを示す。さらに、
図４は、第２のコネクタ部材２の停止要素２ａを示す。この停止要素２ａは、図５および
図６に示されるように、端部３ａおよび第１のコネクタ部材１の停止面１ａの上昇を容易
にする傾いた面を有する傾斜を有する。第２のコネクタ部材２が第１のコネクタ部材１内
で前進するとき（図７および図８参照）、停止要素２ａは、第１のコネクタ部材１の停止
面１ａおよびＣＰＡ要素の端部３ａの下で滑動および摺動する。
【０００７】
　図９および図１０は、第２のコネクタ部材２が第１のコネクタ部材１に挿入されている
中間段階、ＣＰＡ要素３が停止面１ａとの係合から解除される直前を示す。
【０００８】
　次の図１１および図１２では、２つのコネクタ部材間の接続が完了している。停止面１
ａは、停止要素２ａを越えて下方に落ちており、一方、ＣＰＡ要素３の端部３ａは持ち上
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げられ、自由にその第２の最終位置に入る（図１２の矢印Ｉにより示された方向を参照）
。図１３に示された最終状態では、ＣＰＡ要素３の端部３ａは、第２のコネクタ部材２の
停止要素２ａを越えて押されている。図１３は、合わせ面３ｂが第１のコネクタ部材１の
本体の合せ面１ｂに係合されるので、ＣＰＡ要素が予備状態に戻ることができないことも
示す。この部分を解除するためには、第１のコネクタ部材１の本体上のタブが、（矢印Ｒ
の方向に）引かれて、面１ｂが下げられるとともにＣＰＡ要素３が解除され中間の持ち上
げられた位置、すなわち、最終位置の前の位置に戻されることを可能にしなければならな
い。ＣＰＡ要素は、把持部３ｃを備え、この把持部３ｃに作業者が働きかけ、ＣＰＡ要素
を作動させてＣＰＡ要素を第１の予備取り付け位置から第２の最終位置に移動させる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の目的は、比較的簡単かつ費用のかからない構造を有する上述のタイプの電気コ
ネクタを製造することである。
【００１０】
　本発明のさらなる目的は、公知の解決手段の利点全てを保持するとともに、変更を必要
とすることなくコネクタを既存の現在使用されている対応する部品を用いて使用すること
を可能にする電気コネクタを製造することである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明によれば、この目的は、上述の特徴を有するとともに、コネクタ位置保証要素が
、コネクタ位置保証要素の長手方向に互いに離間されている少なくとも第１の係合部およ
び少なくとも第２の係合部を有し、この少なくとも第１の係合部および少なくとも第２の
係合部は、それぞれ、第１の予備取り付け位置において一方を第１のコネクタ部材の停止
面と協働させ、第２の最終位置において他方を第２のコネクタ部材の停止要素と協働させ
、第１のコネクタ部材および第２のコネクタ部材が正しくともに結合されているときに、
コネクタ位置保証要素を作動させることが可能とされていることをさらに特徴とする電気
コネクタにより実現される。
【００１２】
　好ましい実施形態では、コネクタ位置保証要素は、把持部とこの把持部から延びる長手
方向アーム部とを備えた本体を備え、前述の第１の係合部および第２の係合部が、アーム
の自由端に形成されている。
【００１３】
　詳細には、位置保証要素の長手方向アームの自由端の端部は、その下面に第２の係合部
を形成する傾斜状部を有する。
【００１４】
　さらに、位置保証要素の長手方向アームは、傾斜状部の後ろに設定された位置に、放射
状に（ｒａｄｉａｌｌｙ）延びるとともに第１の係合部を形成する２つのタブを有する。
【００１５】
　好ましくは、位置保証要素の長手方向アームは、第１のコネクタ部材に作製された２つ
の対応する案内溝と係合するようになされた２つの長手方向案内リブをさらに備え、位置
保証要素がコネクタ内で摺動するのを容易にする。
【００１６】
　第１のコネクタは、第１のコネクタ部材の主本体に撓むように接続された受容部を有し
、この受容部は、コネクタ位置保証要素を受容するのに適した後方ブリッジ部と、互いに
向き合い、離間され、案内溝の形成がなされている、２つの長手方向側面によって形成さ
れた中央部と、前述の長手方向側面の自由端を連結するとともに、コネクタ位置保証要素
の第１の係合部を区画する前述のタブ用の前述の停止面を区画する横断前方部と、を有す
る。
【００１７】
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　横断前方部は、その上面に突出中央要素を有するとともに２つの側面歯を有し、この側
面歯は、中央要素の後ろに設定された位置にあり、上記側面歯は、前述の第１の予備取り
付け位置において停止面を形成し、そこにコネクタ位置保証要素の前述の２つのタブが当
接し、第２の係合部を形成する傾斜状部が突出中央要素を越えて位置する。
【００１８】
　さらに、再び好ましい実施形態において、第２のコネクタ部材は、その本体の中央部に
、第２のコネクタ部材の挿入中に横断前方部および位置保証要素のアームの自由端を上昇
させることができる第１の隆起部と、第１のコネクタ部材内の第２のコネクタ部材の挿入
方向において第１の隆起部の上流に配置された第２の隆起部であって、位置保証要素のア
ームの自由端を持ち上げ続けることができる一方、横断前方部が２つの隆起部の間に下げ
られて係合され、したがってタブを側面歯から解放するとともにコネクタ位置保証要素が
第１の予備取り付け位置から第２の最終位置に押されることが可能になるようにする第２
の隆起部とを有し、保証要素の第２の係合部をもたらす傾斜状部が前進し、第２のコネク
タ部材の前述の停止要素を区画する第２の隆起部を越えて当接する。
【００１９】
　位置保証要素の本体は、放射状に（ｒａｄｉａｌｌｙ）把持部とは反対方向に突出する
歯をさらに備える。第１のコネクタ部材は、その後部の中央部において段部を備え、位置
保証要素の第２の最終位置において、位置保証要素をロックするために、段部が位置保証
要素の歯に係合する。
【００２０】
　本発明のさらなる特徴および利点は、非限定的な例として単に与えられる添付図面を参
照して以下の説明から明らかになる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】すでに上述した従来技術の関連図である。
【図２】すでに上述した従来技術の関連図である。
【図３】すでに上述した従来技術の関連図である。
【図４】すでに上述した従来技術の関連図である。
【図５】すでに上述した従来技術の関連図である。
【図６】すでに上述した従来技術の関連図である。
【図７】すでに上述した従来技術の関連図である。
【図８】すでに上述した従来技術の関連図である。
【図９】すでに上述した従来技術の関連図である。
【図１０】すでに上述した従来技術の関連図である。
【図１１】すでに上述した従来技術の関連図である。
【図１２】すでに上述した従来技術の関連図である。
【図１３】すでに上述した従来技術の関連図である。
【図１４】切り離された状態の２つのコネクタ部材の斜視図である。
【図１５】切り離された状態の２つのコネクタ部材の斜視図である。
【図１６】切り離された状態の２つのコネクタ部材の斜視図である。
【図１７】切り離された状態の２つのコネクタ部材の斜視図である。
【図１８】本発明によるコネクタ位置保証要素を示す斜視図である。
【図１９】本発明による第１のコネクタ部材の受容部を示す斜視図である。
【図２０】２つのコネクタ部材の結合の連続した段階を示す（そしていくつかの図は、差
異を強調することで従来技術の解決手段との直接的な比較を提供する）図である。
【図２１】２つのコネクタ部材の結合の連続した段階を示す（そしていくつかの図は、差
異を強調することで従来技術の解決手段との直接的な比較を提供する）図である。
【図２２】２つのコネクタ部材の結合の連続した段階を示す（そしていくつかの図は、差
異を強調することで従来技術の解決手段との直接的な比較を提供する）図である。
【図２３】２つのコネクタ部材の結合の連続した段階を示す（そしていくつかの図は、差
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異を強調することで従来技術の解決手段との直接的な比較を提供する）図である。
【図２４】２つのコネクタ部材の結合の連続した段階を示す（そしていくつかの図は、差
異を強調することで従来技術の解決手段との直接的な比較を提供する）図である。
【図２５】２つのコネクタ部材の結合の連続した段階を示す（そしていくつかの図は、差
異を強調することで従来技術の解決手段との直接的な比較を提供する）図である。
【図２６】２つのコネクタ部材の結合の連続した段階を示す（そしていくつかの図は、差
異を強調することで従来技術の解決手段との直接的な比較を提供する）図である。
【図２７】２つのコネクタ部材の結合の連続した段階を示す（そしていくつかの図は、差
異を強調することで従来技術の解決手段との直接的な比較を提供する）図である。
【図２８】２つのコネクタ部材の結合の連続した段階を示す（そしていくつかの図は、差
異を強調することで従来技術の解決手段との直接的な比較を提供する）図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下の説明は、各実施形態の完全な理解を目的とした様々な特定の詳細を示す。この各
実施形態は、１つまたは複数の特定の細部がなくても作り出すことができ、または他の方
法、構成要素、材料などを用いて作り出すことができる。他の場合には、公知の構造、構
造の細部、材料、または動作は、それらは任意の公知の方法で作り出すことができるとと
もに、またそれらは、切り離して考えると本発明の範囲に入らないので、詳細に例示また
は記載されていない。
【００２３】
　図１４および図１５は、２つのコネクタ部材１０および２０が完全に結合されている状
態で、ＣＰＡ要素３０が第２の最終位置にある状態の上記コネクタ部材１０およびコネク
タ部材２０の異なる視点からの２つの斜視図である。
【００２４】
　図１６および図１７は、本発明による第２のコネクタ部材２０の２つの異なる視点から
の２つの斜視図である。この場合に見られるように、第２のコネクタ部材２０は、その主
本体２０の外面上に２つの別個の要素２０ａおよび要素２０ｂを有する。これらの要素は
、２つのコネクタ部材１０およびコネクタ部材２０の結合動作中の連続した瞬間に作用す
る。
【００２５】
　図１８ａおよび図１８ｂを特に参照すると、コネクタ位置保証要素３０は、２つのタブ
３０ｂによって形成された第１の係合部と、傾斜状部３０ａによって形成された第２の係
合部とを有する。２つの係合部３０ａおよび係合部３０ｂは、コネクタ位置保証要素３０
の長手方向に互いに離間され、それぞれ、第１の予備取り付け位置において一方３０ｂを
第１のコネクタ部材１０の停止面と協働させ、第２の最終位置において他方３０ａを第２
のコネクタ部材の停止要素２０と協働させ、第１のコネクタ部材１０および第２のコネク
タ部材２０が正しくともに結合されているときに、コネクタ位置保証要素３０を作動させ
、それを最終位置に移動させることを可能にするようになっている。
【００２６】
　コネクタ位置保証要素３０は、把持部３０ｄと把持部３０ｄから延びる長手方向アーム
部３０ｃとを備えた本体を含む。前述の第１の係合部３０ｂおよび第２の係合部３０ａが
、アーム３０ｃの自由端に形成されている。
【００２７】
　位置保証要素３０の長手方向アーム３０ｃの自由端の端部は、その下面に、第２の係合
部３０ａを形成する傾斜状部３０ａ１を有する。
【００２８】
　さらに、位置保証要素３０の長手方向アーム３０ｃは、傾斜状部３０ａ１の後ろに設定
された位置に、放射状に（ｒａｄｉａｌｌｙ）延びるとともに前述の第１の係合部を形成
する２つのタブ３０ｂを有する。
【００２９】
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　位置保証要素３０の長手方向アーム３０ｃは、第１のコネクタ部材１０に作製された２
つの対応する案内溝１６ａ（図１９参照）と係合するのに適した２つの長手方向案内リブ
３０ｅをさらに備え、位置保証要素３０がコネクタ１０内で摺動するのを容易にする。
【００３０】
　第１のコネクタ部材１０は、第１のコネクタ部材の主本体１０に２つのアーム１２によ
って撓み可能に接続された受容部１０ａ（図１９ａ、図１９ｂ、図１９ｃ、および図２０
参照）を有する。受容部１０ａは、端部１２ａを介して本体１０に接続されており、端部
１２ａは、ヒンジとして働き、受容部１０ａ全体がこれらの接続点を中心にして撓むこと
を可能にする。
【００３１】
　受容部１０ａは、コネクタ位置保証要素３０を受容するのに適した後方ブリッジ部１４
と、互いに向き合い、離間され、前述の案内溝１６ａが形成された、２つの長手方向側面
１６によって形成された中央部と、前述の長手方向側面１６の自由端を連結する横断前方
部１８とを有する。前方部１８は、公知技術の中の説明において紹介した前述の停止面１
ａの機能を果たし、そこにコネクタ位置保証要素３０の第１の係合部を区画する２つの前
述のタブ３０ｂが係合される。
【００３２】
　より詳細には、横断前方部１８は、突出中央要素１８ａと２つの側面歯１８ｂとをその
上面に有し、この側面歯１８ｂは、中央要素１８ａの後ろに設定された位置に設けられて
おり、位置保証要素３０の前述の第１の予備取り付け位置では、側面歯１８ｂは、（図２
０ａの要素１ａにより公知の技術に示された）停止面の機能を果たし、そこに要素３０前
述の２つのタブ３０ｂが当接する。やはり第１の予備取り付け位置（図２０ｂ参照）には
、要素３０の第２の係合部を形成する傾斜状部３０ａ１が、中央要素１８ａを越えて位置
する。要素３０の第１の予備取り付け位置にともに関連している２つの図、２０ａ（従来
技術）および２０ｂ（新規な解決手段）を比較することで分かるように、従来技術に関す
る第１の場合には、要素３０の係合部３ａは、コネクタ１の停止面１ａに接触し、それ以
上移動することができないが、一方で、本発明に関する第２の場合、ＣＰＡ要素３０がそ
の予備取り付け位置を越えて移動することを防止するロック機能がこの第２の係合部３０
ａ１によりもはや果たされず、むしろ、図２１により明確に示されるように、第１のコネ
クタ部材１０の受容部１０ａの横断前方部１８の側面歯１８ｂに係合される２つのタブ３
０ｂによって形成された第１の係合部により果たされるので、第２の係合部３０ａ１は、
中央要素１８ａを越えて位置する。
【００３３】
　したがって、図２１ａは、ＣＰＡ要素３０が予備取り付け位置にある第１のコネクタ部
材を示し、図２１ｂは、ＣＰＡ要素３０がそれ以上前進することができない、すなわち、
ＣＰＡ要素３０が側面歯１８ｂにより区画された停止面を越えて移動することができない
ことを示す図２１ａの拡大図である。
【００３４】
　図２３、図２４、および図２５は、２つのコネクタ部材１０および２０を結合する様々
な段階を順に示す。
【００３５】
　その本体２０中央部では、第２のコネクタ部材は、第１の隆起部２０ａを有し、この第
１の隆起部２０ａは、第２のコネクタ部材２０の挿入中に横断前方部１８および位置保証
要素３０のアーム３０ｃの自由端３０ａ１を持ち上げることができる。第２のコネクタ部
材は、第１のコネクタ部材１０内の第２のコネクタ部材２０の挿入方向Ｄにおいて第１の
隆起部２０ａの上流に配置された第２の隆起部２０ｂも有し、位置保証要素３０のアーム
３０ｃの自由端３０ａ１を持ち上げ続けることができる一方、横断前方部１８が２つの隆
起部２０ａと２０ｂの間に下げられて（図２５参照）係合され、したがって、タブ３０ｂ
を側面歯１８ｂから解放するとともにコネクタ位置保証要素３０が第１の予備取り付け位
置から図２７および図２８に示された第２の最終位置に押されることが可能になるように



(8) JP 6246219 B2 2017.12.13

10

20

30

40

50

する。
【００３６】
　図２６は、ＣＰＡ要素３０が中間位置にあって最終位置に押される用意ができている２
つのコネクタ部材１０および２０の完全な結合の状態を示す。図２２から図２６を比較す
ることで観察できるように、第２のコネクタ部材２０の前縁２０ｃは、それが第１のコネ
クタ部材１０の当接壁１０ｃに当接するまで挿入方向Ｄに前進する。
【００３７】
　図２７は、保証要素３０の第２の係合部を形成する傾斜状部３０ａ１が前進しており、
第２のコネクタ部材２０の前述の停止要素を区画する第２の隆起部２０ａを越えて当接す
る最終位置におけるＣＰＡ要素３０を示す。
【００３８】
　最後に、位置保証要素の本体３０は、放射状に（ｒａｄｉａｌｌｙ）把持部３０ｄの反
対方向に突出した歯３０ｆを備える。第１のコネクタ部材１０は、その後部の中央部に、
（第２のコネクタ部材２０の前縁２０ｃ用の前述の当接壁をやはり区画する）段部１０ｃ
を備えており、位置保証要素３０の第２の最終位置では、段部１０ｃが、所定の位置に位
置保証要素３０をロックするために歯３０ｆと係合する。
【００３９】
　図２８を再び参照すると、位置保証要素３０の第２の最終位置では、側面タブ３０ｂは
、横断部１８に作製された専用領域に収容され、すなわち、側面タブ３０ｂは、側面歯１
８ｂを越えて位置する。
【００４０】
　当然ながら、本発明の原理への先入観なしで、構成の詳細および実施形態は、本発明の
範囲から逸脱することなく、例により純粋に記載および例示されたものから広く変更する
ことができる。
【符号の説明】
【００４１】
　１　第１のコネクタ部材（従来技術）
　１ａ　第１のコネクタ部材の停止面
　１ｂ　第１のコネクタ部材の合わせ面
　２　第２のコネクタ部材（従来技術）
　２ａ　第２のコネクタ部材の停止要素
　３　コネクタ位置保証要素またはＣＰＡ要素（従来技術）
　３ａ　ＣＰＡ要素の端部係合部
　３ｂ　ＣＰＡ要素の合わせ面
　３ｃ　把持部
　１０　第１のコネクタ部材
　１０ａ　受容部
　１０ｃ　当接壁を区画する段部
　１２　可撓性アーム　１２ａ　可撓性アームの端部
　１４　後方ブリッジ部
　１６　長手方向側面
　１６ａ　案内溝
　１８　横断前方部
　１８ａ　突出中央部
　１８ｂ　第１のコネクタ部材の停止面として働く側面歯
　２０　第２のコネクタ部材
　２０ａ　第１の停止要素
　２０ｂ　第２の停止要素
　２０ｃ　当接壁を区画する第２のコネクタ部材の前縁
　３０　コネクタ位置保証要素またはＣＰＡ要素



(9) JP 6246219 B2 2017.12.13

　３０ａ　第２の係合部
　３０ａ１　傾斜状部
　３０ｂ　第１の係合部
　３０ｃ　長手方向アーム部
　３０ｄ　把持部
　３０ｅ　長手方向案内リブ
　３０ｆ　歯
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